
北海道鍼灸マッサージ柔整協同組合定款 
 

第 1 章 総  則 
 

(目 的) 

第 1 条 本組合は、組合員の相互扶助の精神に基づき、組合員のために必要な共同事業を行い、もっ 

て組合員の自主的な経済活動を促進し、かつ、その経済的地位の向上を図ることを目的とする。 

(名 称) 

第 2条 本組合は、北海道鍼灸マッサージ柔整協同組合と称する。 

(地 区) 

第 3条 本組合の地区は、北海道、青森県、長野県、岩手県及び東京都の区域とする。 

(事務所の所在地) 

第 4条 本組合は、事務所を札幌市に置く。 

(公告の方法) 

第 5条 本組合の公告は、本組合の掲示上に掲示してする。 

(規約) 

第 6条 この定款で定めるもののほか、必要な事項は、規約で定める。 

２ 規約の設定、変更又は廃止は総会の議決を経なければならない。 

 

 

第 2 章 事  業 
 

(事業) 

第 7条 本組合は、第 1条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）組合員の事業に関する必要な資材の共同購買 

（２）組合員の行う事業に関する共同計算事業 

（３）組合員の事業に関する機械、器具等の研究開発 

（４）組合員が行うはり、きゅう、マッサージ等の受注 

（５）組合員の事業に関する調査並びに研究 

（６）組合員の行う事業に関する共同宣伝 

（７）組合員に対する事業資金の貸付け(手形の割引きを含む。)及び組合員のためにするその借入れ 

（８）組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結 

（９）組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普及を図るための

教育及び情報の提供 

 (10) 組合員の福利厚生に関する事業 

 (11) 前各号の事業に附帯する事業 

 

 

第 3 章 組 合 員 
 

(組合員の資格) 

第 8条 本組合の組合員たる資格を有する者は、次の各号の要件を備える小規模の事業者とする。 

（１）あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師・柔道整復師の施術所（出張のみによってその業

務を行う場合も含む。）を行う事業者であること 

 （２） 組合の地区内に事業場を有すること 

(加 入) 

第 9条 組合員たる資格を有する者は、本組合の承諾を得て、本組合に加入することができる。 

２ 本組合は、加入の申込みがあったときは、理事会においてその諾否を決する。 

(加入者の出資払込み) 



第 10条 前条第 2項の承諾を得た者は、遅滞なく、その引受けようとする出資の全額の払込みをしな 

ければならない。ただし、持分の全部又は一部を承継することによる場合は、この限りでない。 

(相続加入) 

第 11条 死亡した組合員の相続人で組合員たる資格を有する者の 1人が相続開始後 30日以内に加入 

の申出をしたときは、前 2条の規定にかかわらず、相続開始のときに組合員になったものとみなす。 

２ 前項の規定により加入申出をしようとする者は、他の相続人の同意書を提出しなればならない。 

(自由脱退) 

第 12条 組合員は、あらかじめ本組合に通知したうえで、事業年度の終わりにおいて脱退することが 

できる。 

２ 前項の通知は、事業年度の末日の 90 日前までに、その旨を記載した書面でしなければならない。 

(除 名) 

第 13条 本組合は、次の各号の一に該当する組合員を除名することができる。この場合において、本 

組合は、その総会の会日の 1O日前までに、その組合員に対しその旨を通知し、かつ、総会において、 

弁明する機会を与えるものとする。 

（１）長期間にわたって本組合の事業を利用しない組合員 

 （２）出資の払込み、経費の支払いその他本組合に対する義務を怠った組合員 

 （３）本組合の事業を妨げ、又は妨げようとした組合員 

 （４）本組合の事業の利用について不正の行為をした組合員 

 （５）犯罪その他信用を失う行為をした組合員 

(脱退者の持分の払戻し) 

第 14条 組合員が脱退したときは、組合員の本組合に対する出資額(本組合の財産が出資の総額より 

減少したときは、当該出資額から当該減少額を各組合員の出資額に応じて減額した額)を限度として 

持分を払い戻すものとする。ただし、除名による場合は、その半額とする。 

(使用料又は手数料) 

第 15条 本組合は、その行う事業について使用料又は手数料を徴収することができる。 

２ 前項の使用料又は手数料は、規約で定める額又は率を限度として、理事会で定める。 

(経費の賦課) 

第 16条 本組合は、その行う事業の費用(使用料又は手数料をもって充てるべきものを除く。)に充て 

るため、組合員に経費を賦課することができる。 

２ 前項の経費の額、その徴収の時期及び方法その他必要な事項は、総会において定める。 

(出資口数の減少) 

第 17条 組合員は、次の各号の一に該当するときは、事業年度の終わりにおいてその出資口数の滅少 

を請求することができる。 

 （１）事業を休止したとき 

 （２）事業の一部を廃止したとき 

 （３）その他特にやむを得ない理由があるとき 

２ 本組合は、前項の請求があったときは、理事会において、その諾否を決する。 

３ 出資口数の減少については、第 14条(脱退者の持分の払戻し)の規定を準用する。 

（組合員名簿の作成、備置き及び閲覧等） 

第18条 本組合は、組合員名簿を作成し、各組合員について次に掲げる事項を記載するものとする。 

（１）氏名又は名称（法人組合員にあっては、名称及びその代表者名並びに資本金の額又は出資の

総額及び常時使用する従業員の数）及び住所又は居所 



（２）加入の年月日 

（３）出資口数及び金額並びにその払込みの年月日 

２ 本組合は、組合員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。 

３ 組合員及び本組合の債権者は、本組合に対して、その業務取扱時間内は、いつでも、組合員名簿 

の閲覧又は謄写の請求をすることができる。この場合においては、本組合は、正当な理由がないの 

にこれを拒むことができない。 

４ 組合員は、次の各号の一に該当するときは、７日以内に本組合に届け出なければならない。 

（１）氏名及び名称（法人組合員にあっては、名称及びその代表者名）又は事業を行う場所を変更

したとき 

（２）事業の全部又は一部を休止し、若しくは廃止したとき 

（３）資本金の額又は出資の総額が5､000万円を超え、かつ、常時使用する従業員の数が100人を超

えたとき 

（過怠金） 

第19条 本組合は、次の各号の一に該当する組合員に対し、総会の議決により、過怠金を課すること 

ができる。この場合において、本組合は、その総会の会日の10日前までに、その組合員に対してそ 

の旨を通知し、かつ、総会において、弁明する機会を与えるものとする。 

（１）第7条第8号に規定する団体協約に違反した組合員 

（２）第13条第2号から第4号までに掲げる行為のあった組合員 

（３）前条第4項の規定による届出をせず､又は虚偽の届出をした組合員 

（会計帳簿等の閲覧等） 

第20条 組合員は、総組合員の100分の3以上の同意を得て、本組合に対して、その業務取扱時間内は 

いつでも、会計帳簿又はこれに関する資料（電磁的記録に記録された事項を表示したものを含

む。） 

の閲覧又は謄写の請求をすることができる。この場合においては、本組合は、正当な理由がないの 

にこれを拒むことができない。 

 

 

第 4 章 出資及び持分 
 

(出資 1口の金額) 

第 21条 出資 1口の金額は、3万円とする。 

 (出資の払込み) 

第 22条 出資は、一時に全額を払い込まなければならない。 

(延滞金) 

第 23条 本組合は、組合員が使用料、手数料、経費、過怠金その他本組合に対する債務を履行しない 

ときは、履行の期限の到来した日の翌日から履行の日まで年利 10%の割合で延滞金を徴収することが 

できる。 

(持 分) 

第 24条 組合員の持分は、本組合の正味財産につき、その出資口数に応じて算定する。 

２ 持分の算定に当たっては、千円未満の端数は切り捨てるものとする。 

 
 



第 5 章 役員、顧問、相談役及び職員 
 

(役員の定数) 
第 25条 役員の定数は、次のとおりとする。 

（１）理事 5人以上 7人以内 

（２）監事１人又は 2人 

（役員の任期） 

第26条 役員の任期は、次のとおりとする。 

（１）理事 ２年又は任期中の第２回目の通常総会の終結時までのいずれか短い期間。ただし、就

任後第２回目の通常総会が２年を過ぎて開催される場合にはその総会の終結時まで任期を伸長

する。 

（２）監事 ２年又は任期中の第２回目の通常総会の終結時までのいずれか短い期間。ただし、就

任後第２回目の通常総会が２年を過ぎて開催される場合にはその総会の終結時まで任期を伸長

する。 

２ 補欠（定数の増加に伴う場合の補充を含む。）のため選出された役員の任期は、現任者の残任期 

間とする。 

３ 理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合において、新たに選出された役員の任期は、第 

１項に規定する任期とする。 

４ 任期の満了又は辞任によって退任した役員は、その退任により、前条に定めた理事又は監事の定 

数の下限の員数を欠くこととなった場合には、新たに選出された役員が就任するまでなお役員とし 

ての職務を行う。 

（員外役員） 

第27条 役員のうち、組合員又は組合員たる法人の役員でない者は、理事については１人、監事につ 

いては１人を超えることができない。 

（理事長、副理事長、専務理事及び常務理事の選出） 

第28条 理事のうち１人を理事長、１人を副理事長、１人を専務理事、１人を常務理事とし、理事会 

において選出する。 

（代表理事の職務等） 

第29条 理事長を代表理事とする。 

２ 理事長は、本組合の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有し、本組合を代 

表し、本組合の業務を執行する。 

３ 任期の満了又は辞任により退任した理事長は、新たに選任された理事長が就任するまで、なお理 

事長としての権利義務を有する。 

４ 本組合は、理事長その他の代理人が、その職務を行う際、他人に加えた損害を賠償する責任を有 

する。 

５ 理事長の代表権に加えた制限は善意の第三者に対抗できない。 

６ 理事長は、総会の議決によって禁止されないときに限り特定の行為の代理を他人に委任すること 

ができる。 

７ 本組合は、代表理事以外の理事に副理事長その他組合を代表する権限を有するものと認められる 

名称を付した場合には、当該理事がした行為について、善意の第三者に対してその責任を負う。 

（監事の職務） 

第30条 監事は、理事の職務の執行を監査する。 



２ 監事は、いつでも理事及び参事、会計主任その他の職員に対して事業に関する報告を求め、又は

本組合の業務及び財産の状況を調査することができる。 

（理事の忠実義務） 

第31条 理事は、法令、定款及び規約の定め並びに総会の議決を遵守し、本組合のため忠実にその職 

務を遂行しなければならない。 

（役員の選挙） 

第32条 役員は、総会において選挙する。 

２ 役員の選挙は、連記式無記名投票によって行う。 

３ 有効投票の多数を得た者を当選人とする。ただし、得票数が同じであるときは、くじで当選人を 

定める。 

また、当選人が辞退したときは、次点者をもって当選人とする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、役員の選挙は、出席者全員の同意があるときは、指名推選の方法に 

よって行うことができる。 

５ 指名推選の方法により役員の選挙を行う場合における被指名人の選定は、その総会において選任 

された選考委員が行う。 

６ 選考委員が被指名人を決定したときは、その被指名人をもって当選とするかどうかを総会にはか 

り、出席者の全員の同意があった者をもって当選人とする。 

（理事及び監事の報酬） 

第33条 役員に対する報酬は、理事と監事を区分して総会において定める。 

（役員の責任免除） 

第34条 本組合は、理事会の決議により、中小企業等協同組合法（以下「法」という。）第38条の2

第9項において準用する会社法第426条第１項の規定により、法及び主務省令に定める限度において

役員の責任を免除することができる。 

（員外理事及び員外監事との責任限定契約） 

第35条 本組合は、員外理事及び員外監事と法第38条の２第９項において準用する会社法第427条の

規 

定に基づく責任限定契約を締結することができる。 

２ 前項に基づき締結される責任限定契約に記載することができる額は法で定める最低責任限度額と 

する。 

（顧問及び相談役） 

第36条 本組合に、顧問及び相談役を置くことができる。 

２ 顧問は、学識経験のある者のうちから、相談役は本組合に対して功績のあった者などのうちか

ら、理事会の議決を経て理事長が委嘱する。 

（参事及び会計主任） 

第37条 本組合に、参事及び会計主任を置くことができる。 

２ 参事及び会計主任の選任及び解任は、理事会において議決する。 

３ 組合員は、総組合員の10分の１以上の同意を得て本組合に対し、参事又は会計主任の解任を請求 

することができる。 

（職員） 

第38条 本組合に、参事及び会計主任のほか、職員を置くことができる。 

 

 



第 6 章 総会、理事会、委員会、部会及び支部 
 

（総会の招集） 

第39条 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

２ 通常総会は毎事業年度終了後３月以内に、臨時総会は必要があるときはいつでも、理事会の議決 

を経て、理事長が招集する。 

（総会招集の手続） 

第40条 総会の招集は、会日の10日前までに到達するように、会議の目的たる事項及びその内容並び 

に日時及び場所を記載した書面を各組合員に発してするものとする。また、通常総会の招集に際し 

ては、決算関係書類、事業報告書及び監査報告を併せて提供するものとする。 

２ 前項の書面をもってする総会招集通知の発出は、組合員名簿に記載したその者の住所（その者が 

別に通知を受ける場所を本組合に通知したときはその場所）に宛てて行う。 

３ 第１項の規定による書面をもってする総会招集通知は、通常到達すべきであったときに到達した 

ものとみなす。 

４ 第１項の規定にかかわらず、本組合は、組合員全員の同意があるときは招集の手続を経ることな 

く総会を開催することができる。 

（臨時総会の招集請求） 

第41条 総組合員の５分の１以上の同意を得て臨時総会の招集を請求しようとする組合員は、会議の 

目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を理事会に提出するものとする。 

（書面又は代理人による議決権又は選挙権の行使） 

第42条 組合員は、第40条第１項の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、書面又は代理人 

をもって議決権又は選挙権を行使することができる。この場合は、その組合員の親族若しくは常時 

使用する使用人又は他の組合員でなければ代理人となることができない。 

２ 代理人が代理することができる組合員の数は、４人以内とする。 

３ 代理人は、代理権を証する書面を本組合に提出しなければならない。 

（総会の議事） 

第43条 総会の議事は、法に特別の定めがある場合を除き、総組合員の半数以上が出席し、その議決 

権の過半数で決するものとし、可否同数のときは、議長が決する。 

（総会の議長） 

第44条 総会の議長は、総会ごとに、出席した組合員のうちから選任する。 

（緊急議案） 

第45条 総会においては、出席した組合員（書面又は代理人により議決権又は選挙権を行使する者を 

除く。）の３分の２以上の同意を得たときに限り、第40条第１項の規定によりあらかじめ通知のあ 

った事項以外の事項についても議案とすることができる。 

（総会の議決事項） 

第46条 総会においては、法又はこの定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１）借入金残高の最高限度 

（２）１組合員に対する貸付け（手形の割引を含む。）の残高の最高限度 

（３）その他理事会において必要と認める事項 

（総会の議事録） 

第47条 総会の議事録は、書面をもって作成し、議長、出席理事及び出席監事が署名又は記名押印す

るものとする。 

２ 前項の議事録には、少なくとも次に掲げる事項を記載しなければならない｡ 

(１)招集年月日 

(２)開催日時及び場所 

(３)理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法 

(４)組合員数及び出席者数並びにその出席方法 

(５)出席理事の氏名 

(６)出席監事の氏名 

(７)議長の氏名 

(８)議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名 

(９)議事の経過の要領及びその結果（議案別の議決の結果、可決、否決の別及び賛否の議決権数） 

(10)監事が、総会において監事の選任、解任若しくは辞任について述べた意見、総会提出資料に法



令、定款違反若しくは、著しく不当な事項があるとして総会に報告した調査の結果又は総会にお

いて述べた監事の報酬等についての意見の内容の概要 

（理事会の招集権者） 

第48条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長以外の理事は、招集権者に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招集の請求 

をすることができる。 

３ 前項の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の日と 

する理事会の招集の通知が発せられない場合には、その請求をした理事は、理事会を招集すること 

ができる。 

（理事会の招集手続） 

第49条 理事長は、理事会の日の１週間前までに、各理事及び各監事に対してその通知を発しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経 

ることなく開催することができる。 

（理事会の決議） 

第50条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数で決する。 

２ 前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。 

３ 理事は、書面により理事会の議決に加わることができる。 

４ 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき理事

（当 

該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面により同意の意思表示をし 

たときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 

５ 理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事項を理事会へ報告 

することを要しない。 

（理事会の議決事項） 

第51条 理事会は、法又はこの定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１）総会に提出する議案 

（２）その他業務の執行に関する事項で理事会が必要と認める事項 

（理事会の議長及び議事録） 

第52条 理事会においては、理事長がその議長となる。 

２ 理事会の議事録は、書面をもって作成し、出席した理事及び監事は、これに署名し、又は記名押 

印するものとする。 

３ 前項の議事録には、少なくとも次に掲げる事項を記載するものとする｡ 

（１）招集年月日 

（２）開催日時及び場所 

（３）理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法 

（４）出席理事の氏名 

（５）出席監事の氏名 

（６）議長の氏名 

（７）決議事項に特別の利害関係を有する理事の氏名 

（８）議事経過の要領及びその結果（議案別の議決の結果、可決、否決の別及び賛否の議決権数並 

びに賛成した理事の氏名及び反対した理事の氏名） 

（９）監事が、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認められるとき、

又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときに理事会

に報告した内容及び理事会に出席して述べた意見の内容の概要 

（10）本組合と取引した理事の報告の内容の概要 

（11）その他（理事会が次に掲げるいずれかのものに該当するときは、その旨） 

① 招集権者以外の理事による招集権者に対する理事会の招集請求による理事の請求を受けて

招集されたものである場合 

② ①の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の

日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したもので

ある場合 

③ 監事の請求を受けて招集されたものである場合 

④ ③の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の



日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした監事が招集したもので

ある場合 

４ 次の各号に掲げる場合の理事会の議事録は、当該各号に定める事項を内容とするものとする。 

（１）理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき理 

事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面により同意の意 

思表示をし、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなした場合には、次に掲 

げる事項 

① 理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

② ①の事項の提案をした理事の氏名 

③ 理事会の決議があったものとみなされた日 

④ 議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名 

（２）理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知し、当該事項を理事会へ報告する

ことを要しないものとした場合には、次に掲げる事項 

① 理事会への報告を要しないものとされた事項の内容 

② 理事会への報告を要しないものとされた日 

③ 議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名 

（委員会） 

第53条 本組合は、その事業の執行に関し、理事会の諮問機関として、委員会を置くことができる。 

２ 委員会の種類、組織及び運営に関する事項は、規約で定める。 

（部会） 

第54条 本組合は、業種ごとの組合員をもって構成する部会を置く。 

２ 部会について必要な事項は、規約で定める。 

（支部） 

第55条 本組合は、地域ごとの組合員をもって構成する支部を置く。 

２ 支部について必要な事項は、規約で定める。 

 

第 7 章 賛助会員 
 

(賛助会員) 

第 56条 本組合は、本組合の趣旨に賛同し、本組合の事業の円滑な実施に協力しようとする者を賛助 

会員とすることができる。ただし、賛助会員は、本組合において、法に定める組合員には該当しな 

いものとする。 

２ 賛助会員について必要な事項は、規約で定める。 

 

第 8 章 会  計 
 

(事業年度) 

第 57条 本組合の事業年度は、毎年 8月 1日に始まり翌年 7月 31日に終わるものとする。 

（法定利益準備金） 

第58条 本組合は、出資総額の２分の１に相当する金額に達するまでは、毎事業年度の利益剰余金

（た 

だし、前期繰越損失がある場合には、これをてん補した後の金額。以下、第60条及び第61条におい 

て同じ。）の10分の１以上を法定利益準備金として積み立てるものとする。 

２ 前項の準備金は、損失のてん補に充てる場合を除いては、取り崩さない｡ 

（資本準備金） 

第59条 本組合は、減資差益（第14条ただし書の規定によって払戻しをしない金額を含む。）は、資 

本準備金として積み立てるものとする。 

（特別積立金） 

第60条 本組合は、毎事業年度の利益剰余金の10分の１以上を特別積立金として積み立てるものとす 

る｡ 

２ 前項の積立金は、損失のてん補に充てるものとする。ただし、出資総額に相当する金額を超える 

部分については、損失がない場合に限り、総会の議決により損失のてん補以外の支出に充てること 

ができる。 



（法定繰越金） 

第61条 本組合は、第７条第１項第9号の事業（教育情報事業）の費用に充てるため、毎事業年度の

利 

益剰余金の20分の１以上を翌事業年度に繰り越すものとする。 

（配当又は繰越し） 

第62条 毎事業年度の利益剰余金（毎事業年度末決算において総益金から総損金を控除した金額）に 

前期の繰越利益又は繰越損失を加減したものから、第58条の規定による法定利益準備金、第60条の 

規定による特別積立金及び前条の規定による法定繰越金を控除してなお剰余があるときは、総会の 

議決によりこれを組合員に配当し、又は翌事業年度に繰り越すものとする｡ 

（配当の方法） 

第63条 前条の配当は、総会の議決を経て、事業年度末における組合員の出資額、若しくは組合員が 

その事業年度において組合の事業を利用した分量に応じてし、又は事業年度末における組合員の出 

資額及び組合員がその事業年度において組合の事業を利用した分量に応じてするものとする。 

２ 事業年度末における組合員の出資額に応じてする配当は、年１割を超えないものとする。 

３ 配当金の計算については、第24条第２項（持分）の規定を準用する｡ 

（損失金の処理） 

第64条 損失金のてん補は、特別積立金、法定利益準備金、資本準備金の順序に従ってするものとす 

る。 

（職員退職給与の引当） 

第65条 本組合は、事業年度ごとに、職員退職給与に充てるため、退職給与規程に基づき退職給与を 

 引き当てるものとする。 

 

附則 

この定款は、平成7年9月18日より施行する。 

この変更定款は、平成10年11月13日から施行する。 

この変更定款は、平成12年4月26日から施行する。 

この変更定款は、平成16年9月26日から施行する。 

この変更定款は、平成17年9月25日から施行する。 

この変更定款は、平成19年9月23日から施行する。 

この変更定款は、平成22年10月17日から施行する。 

この変更定款は、平成23年10月16日から施行する。 

この変更定款は、平成24年10月14日から施行する。 

この変更定款は、平成25年10月20日から施行する。 

この変更定款は、平成29年10月15日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同購買事業規約 
 

（目的） 

第 1条 この規約は、本組合が定款第７条第１項に掲げる事業（以下「共同購買事業」という。）を行    

 うために必要な手段、方法その他の事項について定め、もって共同購買事業の円滑な運営を図るこ  

 とを目的とする。 

（購買品目） 

第 2条 本組合は、次に掲げるものを共同購買する。 

（1）組合員が行う事業に関する必要な資材 

（2）鍼灸マッサージ療養費、柔道整復療養費に関する請求ソフトウエア        

（供給品及び委託品） 

第 3条 前条に掲げるものは、本組合であらかじめ購買し、組合員の申し込みに応じて供給する（以 

 下「供給品」という。） 

2 前条に掲げるものは、組合員の委託により購買し、供給する（以下「委託品」という。） 

（委託品購買申込み） 

第 4条 組合員は、委託品の購買を申し込もうとするときは、品目、規格、数量その他必要な事項を 

 記載した書面を本組合に提出しなければならない。 

（委託品の納入） 

第 5条 本組合は、委託品の購買につき必要があるときは、申込んだ組合員に対し、その代金の全部 

 または一部に相当する金額を、請求することができる。 

（損害責任の範囲） 

第 6条 本組合は、本組合の責に帰することができない事由によって委託品に生じた損害については、 

 その責を負わないものとする。 

（取引条件の決定） 

第 7条 供給品及び委託品の品種、数量、取引先その他購買に関する重要な事項は、あらかじめ理事 

 会で決定する。 

（手数料） 

第 8条 本組合は、購買手数料として、購買価格の 1％から 20％以内を組合員から徴収する。 

（代金の請求） 

第 9条 供給品及び委託品の代金並びに購買手数料その他購買に要した費用（以下「代金等」という。） 

 は毎月末日に締め切り、各組合員に請求する。 

（代金の納入） 

第 10条 組合員は前条の請求を受けたときは、遅滞なく、その代金を本組合に納入しなければならな 

 い。 

（事業利用の拒否） 

第 11条 本組合は、代金等の納入が 2か月以上遅延した組合員に対しては、共同購買事業を利用させ 



 ないことができる。 

（その他） 

第 12条 この規約に定めのない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 

共同計算事業（療養費等）規約 
 

(目的) 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 7条第 2号に掲げる事業(以下、共同計算事業という。)を行な 

 うために必要な手続き、方法その他の事項について定め、もって共同計算事業の円滑な運営を図る 

 ことを目的とする。 

 

第１章 審査 
 

(療養費審査委員会の設置) 

第 2条 本組合に療養費審査委員会を設置する。 

2 委員会の組織運営に関する事項は別に定める。 

(基本的事項) 

第 3条 按摩、マッサージ、指圧、鍼、灸、及び柔道整復に係る施術(以下、施術という。)について 

は、関係法令及び通達並びに協定を遵守し、親切丁寧に行なうこと。また施術は被保険者又は被扶 

養者である患者(以下、患者という。)の療養上妥当適切なものとする。 

(受給資格の確認等) 

第 4条 患者から施術を受けることを求められた場合には、健康保険被保険者証(遠隔地被扶養者証・ 

継続療養証明書・共済組合被扶養者証・任意継続被保険者証等。以下、「証」という。)によって施 

術を受ける資格があることを確かめること。ただし緊急やむを得ない事由によって、「証」を提出で 

きない場合には、その事由がなくなった後、遅滞なく「証」等を提出させること。 

(施術料金の算定) 

第 5条 施術料金については、厚生労働省が定める施術に係る算定基準によって算定した額を保険者 

に請求するとともに、これを減免し、又は超過して費用を徴収しないこと。また、請求に当たって 

他の療養に係る費用を請求しないこと。 

(受領委任) 

第 6条 組合員は、患者から受領委任を求められた場合には、これを受任するものとする。 

2 前項の委任を受けた組合員は、所定の療養費、家族療養費支給申請書を、本組合が指定する者に委 

任するものとする。 

(証明書等の交付) 

第 7条 組合員は、患者から保険給付を受けるのに必要な証明書、意見書等の交付を求められたとき 

は、交付すること。 

(施術後の記録) 

第 8条 受領委任に係る施術に関する施術録は、その他の施術録と区別して作成し、必要な事項を記 

載した上で、これを完結の日から 5年間保存すること。 

(通知) 

第 9条 患者が次の事項に該当する場合には、組合員は、遅滞なく意見を附して本組合に連絡し、理 

事会は療養費審査委員会の意見を聴取し、患者の所属する保険者に通知する。 

（1）闘争、泥酔または著しい不行跡によって事故を起こしたと認められるとき 

（2）正当な理由なくして、施術に関する指示に従わなかったとき 

（3）詐欺その他不正な行為により施術を受け、または受けようとした者 

（4）傷病の原因が第三者の行為によるものであるとき 

(施術の方針） 

第 10 条 施術においては一般に施術の必要があると認められる傷病に対して適切な判断をもととし、 

患者の健康の保持増進上妥当適切に行なうほか以下の方針により行なうこと。 

(1) 施術に当たっては、親切丁寧を旨とし、患者の治療上必要な事項は理解しやすいように指導し、

最善の努力をすること 

(2) 施術は療養上必要な範囲及び限度でこれを行なうものとし、とりわけ、長期または濃厚な治寮と 

ならないよう努めること 



(3) 現に医師が診療中の、骨折、不全骨折または脱臼については、当該医師の同意を得られている場 

合のほかは、按摩、マッサージ、指圧師は施術を行なわないこと。ただし応急手当てをする場合に 

はこの限りではないこと 

(4) はり治療に関してはディスポザブル針（使い捨て針）を使用することが望ましい。 

(5) 関係法令等にてらし、医師の診療を受けさせる必要がある場合は、遅滞なく医師の診療を受けさ

せること 

(施術録の提示) 

第 11条 本組合が必要であると認めるときは、保険者及び患者と協議の上、その施術に関し、組合員 

に対し施術録、帳簿その他の書類の提示を求め説明または報告を徴することができるものとし、こ 

の場合当該組合員はこれに応じること 

2  療養費審査委員会が調査にあたり、理事会に報告する。 

(指導) 

第 12条 関係法令若しくは通達または本規約に違反し、その是正等について保険者から指導を受けた 

ときは、直ちにこれに従うこと 

2 理事会の決定及び療養費審査委員会の指導に従うこと 

(研修会等の出席) 

第 13条 本組合が開催する組合員対象の研修会は原則義務出席とする。 

 

第 2 章 遵守 
 

(職業別賠償責任保険の加入) 

第 14条 組合員は必ず職業別賠償責任保険に加入し、不測の事態に備えること。 

(違反に対する処置) 

第 15条 本組合は、組合員が本規約に違反しまたは不適当と認めた場合には、保険者と協議の上当該 

組合員を戒告し若しくは受領委任業務の取扱を中止するものとし、以後 5年を経過した後に再び申 

し出があるまでの間は受領委任実務の取扱は認めないことができるものとする。 

2  処分は療養費審査委員会の議を経て、理事会が決定する。 

(変更事項の届出) 

第 16条 住所、名称その他必要事項に変更があったときは、速やかにその旨及びその年月日を本組合

に届出ること。 

(提出書類) 

第 17条 療養費取扱いに関する承諾書、誓約書、その他必要な書類等を提出すること。 

 

第 3 章 賦課金 
 

（賦課） 

第 18条 組合が受領委任払いによって保険者より入金された療養費、家族療養費等についてはその支給決 

 定金額の 2.0%を定率賦課金として差し引く。 

（賦課の方法） 

第 19条 定率賦課金の内、1.1%を賦課金（課税対象外）、0.9%を事務代行手数料（課税）とする。 

（その他） 

第 20条 この規約に定めない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は改廃により、平成 27年 10月 19日から施行する。 

一部改正 平成 29年 10月 15日 

 

 

共同研究開発事業規約 
 

（目的） 

第 1 条 この規約は、本組合が定款第７条第３項に掲げる事業（以下「共同研究開発事業」という。）  

 の利用に必要な手段、方法その他の事項について定め、もって共同研究開発事業の円滑な運営を目 

 的とする。 

（委員会の設置） 

第 2条 本組合に共同研究開発委員会を設置する。 



2 前項の共同研究開発委員会の組織及び運営に関する事項は別に定める。 

（経費負担） 

第 3条 共同研究開発事業の実施に必要な費用に充てるため、本組合は組合員に対して賦課金を徴収 

 することができる。 

（責任体制） 

第 4条 共同研究開発事業の実施に係る責任体制については、組合員が連帯してこれにあたる。 

（成果配分） 

第 5条 共同研究開発事業の成果については、組合員が平等に享受することを原則とし、具体的には 

 総会で定める。 

（機能分担） 

第 6条 組合は共同研究開発の重要性に鑑み、組合員の有する知識、ノウハウ等の全てを提供する義 

 務を負う。 

（守秘義務） 

第 7条 組合員及び関係者は、共同研究開発事業の実施により知り得た知識、情報を理事会の承認を 

 得ずに外部に漏らしてはならない。ただし、公知となった情報等については、この限りではない。 

2 前項に違反した場合は、厳重な処分を行う。 

（単独開発の禁止） 

第 8条 組合は、第１条に定める共同研究開発事業及びこれと目的を同じくする研究開発を、単独ま 

 たは共同して行ってはならない。 

（開発の委嘱） 

第 9条 本組合は、共同研究開発事業の一部について理事会の承認を得て、その実施を組合員または 

 外部機関等に委嘱することができる。 

（工業所有権） 

第 10条 本組合の共同研究開発事業において発明、考案等が生じた場合、その発明、考案等に係る特

許権、実用新案権等の工業所有権は、本組合に帰属する。 

（その他） 

第 11条 この規約に定めのない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 

共同宣伝事業規約 
 

（目的） 

第 1条この規約は、本組合が定款第 7条第 6項に掲げる事業（以下「共同宣伝事業」という。）の利用 

 に必要な手段、方法その他の事項について定め、もって共同宣伝事業の円滑な運営を図ることを目 

 的とする。 

（事業） 

第 2条 共同宣伝事業は、組合員の実施する全組合員を対象とした広告宣伝活動及び組合員の自主的 

 な広告宣伝活動の補助育成を行う。 

2 全組合員を対象とする事業は、次の各号の事業とする。 

（1）広告宣伝のために必要なポスター等の作成および配布 

（2）広告宣伝に必要な物品の受注及び斡旋 

3 組合員の自主的な広告宣伝活動の補助育成事業は、次の各号の事業とする。 

（1）組合員の広告宣伝活動の補助、助言及び育成 

（2）組合員からの要請による各種印刷物の斡旋 

（3）組合員からの要請による広告宣伝活動のための物品の受注及び斡旋 

（組合員の事業利用） 

第 3 条 第 2 条第 3 項に規程する事業を利用しようとする組合員は、実施しようとする広告宣伝計画

を記載した書面をもって、本組合に申し込むものとする。 

（広告宣伝活動の自由） 

第 4条 本組合は、組合員が第 2条 3項に規程する事業を利用しようとするときは、その自主的な広 

 告宣伝活動の自由を尊重しなければならない。ただし、この事業利用によって他の組合員との過大 

 な競合状態にならないよう配慮するものとする。 

（その他） 

第 5条 この規約に定めのない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 



 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

金融事業規約 
 

(目的) 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 7条第 7号に掲げる事業(以下「金融事業」という。)を行 

 なうために必要な手続き、方法その他の事項について定め、もって金融事業の円滑な運営を図 

 ることを目的とする。 

(金融委員会の設置) 

第 2条 本組合に金融委員会を設置する。 

2 金融委員会の組織運営に関する事項は別に定める。 

(資金) 

第 3条 金融事業に必要な資金は、組合員の自己資金及び取引金融機関又は組合員、その他の者 

 からの借入金をもって充てる。 

(資金の借入) 

第 4 条 取引金融機関からの前条の資金の借入の条件等については、金融委員会の議決を経て理事会

が決定する。 

(連帯保証) 

第 5条 本組合は、第 3条の資金の借入に際して必要があると認めるときは、理事又は組合員の 

 全部又は一部に対し、連帯保証人となることを請求することができる。 

(貸付の種類) 

第 6条 組合員に対する事業資金の貸付の種類は、次に掲げるものとする。 

（1）証書貸付 

（2）手形貸付 

（3）手形の割引 

（4）短期貸付 

(担保及び保証人) 

第7条 本組合は、前条の貸付に際して、必要があると認めるときは、組合員から担保を提供させ、 

 又は連帯保証人を立てさせることができる。 

2 担保に提供できる物件は、土地、建物、機械器具、商品、原材料、付帯備品及び有価証券とする。 

(借入の申込) 

第 8条 組合員が事業資金を借り入れようとするときは、事業資金借入申込書に必要な書類を添 

 えて、本組合に提出しなければならない。 

2 前項の事業資金借入申込書の様式及び必要な添付書類は、別に定める。 

(貸付の決定) 

第 9条 前条の申込を受けた組合は、次の事項を調査して金融委員会の意見を聴取し、理事会に 

 おいて貸付の種類、貸付の条件を決定する。ただし、申込金の額とその組合員に対する貸付金 

 の未償還額との合計額が、その組合員の持分額に満たないときは、この調査を省略することが 

 できる。 

（1）事業の状況 

（2）申込金の使途及びその結果 

（3）事業計画及び資金計画 

（4）返済計画 

（5）担保物件 

（6）保証人の保証能力 

（7）手形の割引きにあたっては、その手形振出人又は裏書人の状況 

（8）その他必要事項 

(担保物件の評価) 

第 10条 担保物件の評価は、金融委員会において決定する。 

(担保の増加) 

第 11条 本組合は、貸付期間内に担保物件の評価が低落した場合において必要があると認めると 

 きは、その組合員に対して、担保物件を増加すべきことを請求することができる。 

(担保物件に関する届出) 

第 12条 組合員が、事業資金の貸付を受けた後において、その提供した担保物件につき改造、流 

失、毀損、設置場所の変更その他重大な変更を生じたときは、遅滞なく、その旨を本組合に届出な 



ければならない。 

(公正証書作成等の費用の負担) 

第 13条 貸付のために必要な公正証書の作成に要した費用及び担保物件の鑑定に要した費用等 

 は貸付を受けようとする組合員が負担しなければならない。 

(貸付の期間、償還の方法) 

第 14条 証書貸付の貸付期間は 1年以内とし、償還の方法は、定期、年賦、半年賦又は月賦とす  

 る。 

2 手形貸付の期間は、90日以内とする。 

3 手形割引きの期問は、150日以内とする。 

(貸付金の利率) 

第 15条 組合員に対する貸付金利率は、次のとおりとする。 

(1) 貸付期間が 1年以上のものにあっては、0～3.5%以内 

(2) 貸付期間が 1年未満のものにあっては、    %以内 

(見返預金) 

第 16条 事業資金の貸付を受けた組合員は、借入の日から償還期間の満了の日までの日数に応じ、 

 その借入金額につき 1日  %の割合で計算した金額を借入の日に、本組合を通じて取引金融 

 機関に預金しなければならない。 

2 組合員は、前項の預金を第 7条に規程する担保及び次条に規程する償還以外の目的に使用してはな

らない。 

3 本組合は、組合員が、貸付金の償還を怠ったときは、その組合員に対し、第 1項の預金を償還 

 金に当てるべきことを請求することができる。 

(期限前償還) 

第 17条 貸付期間が 1年以上のものにあっては、次の各号に該当するにいたったときには、償還 

 期間の満了前であっても、貸付金の全部又は一部の償還を請求することができる、 

（1）貸付金を貸付の目的以外に使用したとき 

（2）貸付金の償還又は利息の支払いを怠ったとき 

（3）第 11条に規程する請求に応じなかったとき 

（4）本組合を脱退し、又は脱退を予告したとき 

（5）信用が著しく低下したとき 

(貸付条件の変更) 

第 18条 貸付を受けた組合員は、やむを得ない事情があるときは、貸付条件の変更を申請する 

 ことができる。 

2 前項の申請があったときは、金融委員会の議を経て、理事会においてその申請の内容の全部も 

 しくは一部を承認し、又は新たな条件を付すことができる。 

(債務の取立受任) 

第 19条 本組合は、取立金融機関から組合員に対する債務の取立に関する委任の申込があったと 

 きは、金融委員会の意見を聴取し、理事会においてその諾否を決定する。 

2 前項の諾否の決定に際しては、本組合は、その組合員の事業の運営に支障を生じない範囲内に 

 おいて、取立を実行することができる委任の条件をその取引金融機関に付けさせるよう努力し 

 なければならない。 

(貸付の最高限度) 

第 20条 1組合員に対する貸付金（手形の割引を含む）の限度額は、原則として担保評価額の範 

 囲内とする。 

 ただし総会で定めた額をこえてはならない。 

2 短期貸付の 1組合員に対する最高限度額は 20万円とする。 

(その他) 

第 21条 この規約に定めない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 7年 8月 27日から施行する。 

一部改正平成 13年 9月 9日 

この規約は改廃により、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 

教育情報事業規約 
 

（目 的） 



第１条 この規約は、本組合の定款第 7条第 9項に掲げる事業（以下「教育情報事業」という。）を 

 行うために必要な事項について定め、もって教育情報事業の円滑な運営を図ることを目的とする。 

（委員会） 

第 2条 本組合に、教育情報委員会を設置する。 

2 教育情報委員会の組織及び運営に関する事項は別に定める。 

 

（教育情報事業の種類） 

第 3条 本組合の教育情報事業は、組合員の経営及び技術の向上並びに組合事業の発展に関する事項

について、次の各号に掲げる方法により行うものとする。 

（1）講演会 

（2）講習会 

（3）研修会 

（4）機関紙の発行及び各種情報の提供 

（5）資料等の購入斡旋 

（6）その他教育情報委員会が必要と認めるもの 

（講演会） 

第 4条 講演会は、学識経験者による時局、経済、経営、技術等に関する諸問題について開催する。 

2 講演会に要する費用は、原則として、本組合の負担とする。 

（講習会） 

第 5条 講習会は、次の事項について開催する。 

（1）療養費取扱いに関するもの 

（2）財務管理に関するもの 

（3）労務管理に関するもの 

（4）組合制度及び運営に関するもの 

（5）組合員の従業員教育に関するもの 

（6）技術に関するもの 

（7）その他教育情報委員会が必要と認めるもの  

2 講習会に要する費用は、原則として、本組合の負担とする。 

（研修会） 

第 6条 研修会は、組合員の従業員の技術知識の向上を目的として、年数回次の事項について開催す 

 る。 

（1）はり灸技術に関するもの 

（2）マッサージ技術に関するもの 

（3）柔道整復技術に関するもの 

（機関紙等の発行） 

第 7条 本組合は、業界の趨勢を把握し、経営及び技術改善の促進を図り、かつ、組合員の必要とす 

 る情報の収集、分析及び資料の購入斡旋を行うとともに、組合機関紙として「事務局便り」「北極 

 星」を毎月 1回発行する。 

2 前項の「事務局便り」「北極星」は、無償で組合員に配布する。 

（その他） 

第 8条 この規約に定めのない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 

電磁的記録等に関する規約 
 

（目 的） 

第１条 この規約は、本組合が中小企業等協同組合法（又は中小企業団体の組織に関する法律）及び 

 定款で定める電磁的記録等に関する手続きを行うために必要な事項を定めることを目的とする。 

（電磁的記録） 

第 2条 本規約において、電磁的記録とは、本組合が保有する次に掲げるものに記録する方法をい

う。 

（1）磁気ディスク（フロッピーディスク、ハードディスク） 

（2）光ディスク（CD-R、DVD-R等） 

（電磁的記録事項の閲覧又は謄写） 

第 3条 本組合の定款に規程された電磁的記録による事項を閲覧又は謄写する場合は、本組合の電子 



 計算機に備えられたファイルに記録された情報を紙面又は映像面に表示して行うものとする。 

（電磁的方法） 

第 4条 本規約において、電磁的方法とは、本組合のウェブサイトを利用する方法及び電子メールに 

 よる方法をいう。 

（電磁的方法の同意及び解除） 

第 5条 本規約に同意し、電磁的方法による通知、権利の行使を希望する組合員及び役員（以下、同 

 意者という）は、自己の電子メールアドレスを本組合に届け出るものとする。 

2 同意者は、電子メールアドレスを変更した場合には、変更後の電子メールアドレスを速やかに届

け 

 出なければならない。  

3 同意者が電磁的方法による通知、権利の行使の停止を希望するときは、書面又は電子メールによ

り 

 同意の解除を希望する旨を通知するものとする。 

4 本組合から発した電子メールが２回連続して着信しない場合には、電磁的方法の同意は撤回され

た 

 ものとする。 

5 同意者が本組合を脱退又は役員を辞任した場合には、同意を解除し、本組合に登録されたメール

ア 

 ドレスを削除するものとする。 

（電磁的方法による通知） 

第 6条 次に掲げる通知は本組合に届け出た電子メールアドレスに宛てて発するものとする。 

（1）理事会招集通知 

（2）総会招集通知 

（3）その他組合が必要とする事項 

2 前項に掲げる通知は受信者が返信を行うことができる電子メールアドレスを記載することとす

る。 

3 同意者から、電子メールによる通知を受けない旨の書面又は電子メールによる申し出があった場

合 

 には、当該同意者に対する通知は書面を発してするものとする。 

4 本組合は、法に定めるものの他、必要とされるものを本組合のウェブサイトに掲載し、同意者が 

 これをダウンロードして入手する方法によることができるものとし、通知者からは同意者に対し

て、 

 当該ウェブサイトに、これらの書類を掲載したこと及びログオンするためのユーザーIDとパスワー 

 ドを通知するものとする。 

（免責事項） 

第 7条 本組合は、本組合の責めによらない事由により、本組合からの通知が同意者へ伝わらなかっ 

 たことによって発生した損害についてはいかなる責務も負わないものとする。  

 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 

総会規約 
 

（目的） 

第 1条 この規約は、本組合が中小企業等協同組合法及び定款で定める総会（以下「総会」とい

う。） 

 の運営について、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定数の確認） 

第 2条 理事長は、総会成立の定足数を確認し、議場に報告しなければならない。 

（議長の職務） 

第 3条 議長は、議事日程に従い、議事の円滑な進行を行うとともに、議場の秩序を確立し、かつ、 

 これを維持しなければならない。 

2 議長は、不穏当な言行等により議事を妨げると認めたときは、その者に退場を命ずることができ

る。 

3 議長は、出席した組合員（以下「組合員」という。）の発言を不当に制限してはならない。 

（議事の開閉） 



第 4条 議事の開閉は、議長がこれを宣する。 

（議案の説明） 

第 5条 議案は、提案者がこれを説明するものとする。ただし、議長が必要と認めたときは他の者に 

 説明させることができる。 

（議事の進行） 

第 6条 議長は、提出された議案について説明、討議、採決の順に区分けして、議事を進めなければ 

 ならない。 

（討議） 

第 7条 組合員は、討議事項を逸脱しない限り、自由に質問を行い、かつ意見を述べることができ

る。 

2 発言は、議長の許可を得て行うものとし、発言に当たっては氏名を告げなければならない。 

3 質問は、簡潔、明瞭に行うものとする。 

4 意見は、感情、利害にとらわれず建設的に述べるものとする。 

5 組合員は、他の者の発言を不当に圧迫又は抑制してはならない。 

（緊急議案の提出） 

第 8条 組合員はいつでも緊急議案を議長に提出することができる。 

2 議長は、前項の緊急議案の提出があったときは、緊急議案として認めるか否かを議場に諮らなけ

れ 

 ばならない。 

（採決の方法） 

第 9条 採決はいずれかの方法によるものとする。 

（1）挙手 

（2）起立 

（3）投票 

2 挙手及び起立は、賛成者又は反対者のいずれか一方について行うものとする。 

3 投票は、あらかじめ配布された所定の用紙を用い、記名又は無記名により行う。 

（修正案の採決） 

第 10条 原案についての修正案が提出されたときは、議長は、これを原案より先に採決するものと 

 する。 

2 修正案が二つ以上あるときは、議長は修正案の趣旨が原案に最も異なるものから順次採決するも

の 

 とする。 

（採決結果の宣言） 

第 11条 議長は、議案の採決を行ったときは、すみやかに賛否の数を調査確定し、その結果を議場

に 

 報告してその議案の決定を宣しなければならない。 

（委員会への付議） 

第 12条 議長は、上程された議案についての審議のため必要と認めたときは、当該議案について委

員 

 会に付託して審議させることができる。 

2 前項の委員会の委員の選任方法は、総会で定める。 

3 付託した議案については、総会で採決するものとする。ただし、この場合は委員会での審議経過

を 

 委員に報告させなければならない。 

（指導助言の請求） 

第 13条 議長は、必要により出席した指導機関の者、若しくは学識経験者に対し、指導助言を求め

る 

 ことができる。 

（その他） 

第 14条 この規約に定めのない事項であって総会議事の運営について必要な事項は、議長がその都

度 

 これを定める。 

 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 



役員選挙規約 
 

（目 的） 

第 1条 この規約は、本組合が中小企業等協同組合法及び定款で定める役員の選挙について、必要な 

 事項を定めることを目的とする。 

（選挙の期日） 

第 2条 役員の任期満了による選挙は、2回目の通常総会において行う。 

2 役員の補欠のための選挙は、これを行うベき事由が生じた日から 2カ月以内に行う。 

3 役員の定数の増加を議決したときは、増員された数の役員の選挙は、その議決をした総会におい

て 

 行う。 

4 役員の任期満了による選挙と前項の選挙を同時に行うときは、その選挙を区別して行うこととす

る。 

（立候補の届け出等） 

第 3条 本組合の役員候補者になろうとする者は、総会会日の 30日前までに、文書でその旨を本組

合 

 に届け出なければならない。 

2 他人を本組合の役員候補者としようとするときは、本人の承諾を得て、前項の期間内に、文書で

そ 

 の推薦の届け出をすることができる。 

（選挙管理人） 

第 4条 投票により行う選挙には、選挙管理人 3人以上 5人以内を置く。 

2 選挙管理人は、総会において選任する。 

3 選挙管理人は、投票及び開票に関する事務を担任する。 

（選挙立会人） 

第 5条 投票により行う選挙には、選挙立会人を 1人以上 3人以内で置く。 

2 選挙立会人は、総会において選任する。  

（投票箱の確認） 

第 6条 選挙管理人は、組合員が投票を開始する前に、組合員の面前で投票箱を開き、その中に何も 

 入ってないことを示さなければならない。 

（投票用紙） 

第 7条 投票用紙は、別記第 1号又は、第 2号の様式による。 

（投票用紙の交付） 

第 8条 選挙管理人は、選挙立会人の面前において、組合員に投票用紙を交付しなければならない。 

（投 票） 

第 9条 組合員は、投票用紙に自ら被選挙人の氏名を記載して、これを投票箱に入れなければならな 

 い。 

2 投票用紙には、選挙人である組合員の名称、氏名を記載してはならない。 

（投票の終了） 

第 10条 選挙管理人は、出席した組合員の投票が完了したと認めるときは、選挙立会人の意見を聴

き、 

 投票終了の旨を総会に告げなければならない。 

2 投票の終了後は、何人も、投票することができない。 

（投票用紙交付数の確認） 

第 11条 選挙管理人は、投票終了後直ちに、組合員に交付した投票用紙の数が誤りのないことにつ

き、 

 選挙立会人の確認を得なければならない。 

（開 票） 

第 12条 開票は、選挙立会人立会の上、選挙管理人が投票箱を開き、被選挙人ごとに得票数を計算

す 

 るものとする。 

（無効投票） 

第 13条 次の投票は、無効とする。 

（1）所定の用紙を用いないもの 

（2）記載すべき被選挙人の数を超えて記載したもの 

（3）被選挙人の何人を記載したかを確認し難いもの 



2 投票が、前項各号に該当するかどうかの判断は、選挙管理人が、選挙立会人の意見を徴して決定

す 

 る。 

（開票結果の報告） 

第 14条 選挙管理人は、開票を終了したときは、その結果を議長に報告しなければならない。 

（選考委員） 

第 15条 定款第 32条第 5項の規程による選考委員の数は、3人以上 5人以内とする。 

（選考結果の報告） 

第 16条 選考委員は、被指名人の選定を終了したときは、その結果を議長に報告しなければならな

い。 

（その他） 

第 17条 本規約に定めのない事項については、その総会ごとに、総会の議決を経て決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 

部会規約 
 

(目的) 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 54条の規程により設置する部会の業務及び構成等について必要 

 な事項を定め、もって部会の円滑な運営を図ることを目的とする。 

 

(種類) 

第 2条 本組合に次の業種別の部会を置き、組合員はすべてその営んでいる主要な事業に関係する部 

 会に属する。 

（1）鍼灸部会 

（2）マッサージ部会 

（3）柔道整復部会 

(事業) 

第 3条 部会は、次の事業を行う。 

（1）情報及び意見の交換 

（2）調査及び研究 

（3）組合が行う事業に対する協力 

（4）先進地の視察及び親睦を深めるための旅行並びに親睦会等の開催 

（5）組合運営に対する要望並びに助言 

（6）前各号の他部会の目的達成のための必要な事業 

(部会長及び副部会長) 

第 4条 部会に部会長 1人、副部会長 5人以内を置く。 

2 部会長は、部会の会務を総理し、会議の議長となる。 

3 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときはあらかじめ定めた順位に従い、前項の職 

 務を代行する。 

（承認） 

第 5条 部会の活動は、理事会の承認を得て行うものとする。 

(部会の招集) 

第 6条 部会は、部会長が招集する。  

2 部会員は必要があると認めたときは、何時でも部会長に対し部会の招集を請求することができる。 

(部会の議事) 

第 7条 部会の議事は、出席者の過半数で決するものとし、可否同数のときは、議長の決するところ 

 による。 

(意見具申) 

第 8条 部会は、必要に応じ理事長に対し意見を具申することができる。 

2 理事長に対する意見具申は、書面をもって行うものとする。 

3 前項の書面には、重要と認められる少数意見があったときは、これを記載しなければならない。 

（部会長手当） 

第 9条 部会長には別に定める部会長手当を支給する。 

 (その他) 



第 10条 この規約に定めない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 10年 9月 20日より施行する。 

一部改正平成 14年 9月 29日 

一部改正平成 22年 10月 17日 

一部改正平成 25年 10月 20日 

この規約は改廃により、平成 27年 10月 19日より施行する。 

 

 

支部規約 
 

(目的) 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 55条の規程により設置する支部の業務範囲を規程し、支部運営 

 を円滑にすることを目的とする。 

(名称及び地区) 

第 2条 本組合に設置する支部は、次のとおりとする。 

（1）第一支部 

（2）第二支部 

（3）第三支部 

（4）第四支部 

（5）第五支部 

（6）第六支部 

（7）第七支部 

（8）第八支部 

（9）第九支部 

（10）第十支部 

2 前項の各支部の地区は、別表（略）のとおりとする。 

（業務） 

第 3条 支部は、組合員相互の親睦と経験知識の交流を図るため、次の事業を行う。 

（1）組合員相互の親睦を図るための会合の開催 

（2）経営・技術等の向上を図るための各種講習会の開催 

（3）組合の事業に対する協力及び意見具申 

（4）組合員の慶弔等に対する事業 

（5）その他前各号に付帯する事業（構成） 

第 4条 支部は、その地区に属する組合員（複数事業所を有する組合員にあっては、その地区内に存 

 する事業所）をもって構成する。 

（支部長、副支部長及び支部幹事) 

第 5条 支部に支部長 1人、副支部長５人以内及び支部幹事２人以内の支部役員を置く。 

2 支部役員は、支部会において支部に属する組合員のうちから選任する。この場合、支部役員は、本 

 組合の理事を兼ねることを妨げない。 

（支部役員の任期） 

第 6条 支部役員の任期は２年とする。 

2 支部役員の任期の始期は、本組合役員改選年度の通常総会期日の翌日とし、終期は、次の本組合役 

員改選本年度の本組合通常総会期日当日とする。 

3 補欠のため選任された支部役員の任期は、現在者の残任期間とする。 

(役員の職務) 

祭 7条 支部長は、支部を代表し、支部の会務を総括する。 

2 副支部長は、支部長を補佐し、支部長に事故があるときは、あらかじめ定めた順位に従い、その職 

 務を代理する。 

3 支部長、副支部長にともに事故があるときは、支部役員会において、支部幹事のうちからその代理 

 者１人を定める。 

（支部役員会） 

第 8条 支部に、支部役員会を置く。 

2 支部役員会は、支部長、副支部長及び支部幹事をもって構成する。 

3 支部役員会は、第３条の業務を遂行するために必要な事項を審議する。 

4 支部役員会は、支部長がこれを招集し、その議長となる。 



(支部長手当) 

第 9条 支部長には別に定める支部長手当を支給する。 

(その他) 

第 10条 この規約に定めない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 10年 9月 20日より施行する。 

一部改正平成 13年 9月 9日 

一部改正平成 19年 9月 23日 

一部改正平成 22年 10月 17日 

一部改正平成 23年 10月 16日 

一部改正平成 24年 10月 14日 

この規約は改廃により、平成 27年 10月 19日より施行する。 

一部改正平成 29年 10月 15日 

 

【支部名及び構成地域】 

1. 第一支部（北見市、紋別市、遠軽町(宗谷総合振興局管内、オホーツク振興局管内)） 

2. 第二支部（釧路市、根室市、帯広市、中標津町、標茶町、音更町、幕別町、士幌町 

(釧路総合振興局管内、根室振興局管内、十勝総合振興局管内、日高振興局管内)） 

3. 第三支部（函館市、北斗市、七飯町、せたな町、上ノ国町(渡島総合振興局管内、檜山振興局管

内)） 

4. 第四支部（札幌市厚別区・清田区・豊平区、江別市、北広島市、恵庭市、千歳市、室蘭市、登別

市、 

苫小牧市、白老町、安平町、厚真町、むかわ町） 

5. 第五支部（札幌市中央区・南区） 

6. 第六支部（札幌市東区・北区・白石区、石狩市、当別町、新篠津村） 

7. 第七支部（札幌市西区・手稲区、小樽市、ニセコ町、倶知安町(後志総合振興局管内)、洞爺湖

町、 

壮瞥町、豊浦町、伊達市） 

8. 第八支部（旭川市、名寄市、和寒町、南富良野町(上川総合振興局管内)） 

9. 第九支部（岩見沢市、赤平市、滝川市、深川市、留萌市(空知総合振興局管内、留萌振興局管

内)） 

10.第十支部（青森県、岩手県、東京都、長野県） 

 

 

委員会規約 
 

(目的) 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 53条の規程により設置する委員会の組織及び運営について必要 

 な事項を定め、もって委員会の円滑な運営を図ることを目的とする。 

(種類) 

第 2条 委員会の種類は、次のとおりとする。 

（1）金融委員会・・・・・・・ 金融事業規約に定める事項 

（2）療養費審査委員会・・・・ 共同計算事業規約に定める事項 

（3）共同研究開発委員会・・・・共同研究開発事業規約に定める事項 

（4）教育情報委員会・・・・・・教育情報事業規約に定める事項 

(組織) 

第 3条 委員会は、委員をもって組織する。 

2 委員は、各委員会とも 1人以上 5人以内とし、本組合員又は学識経験者のうちから、理事会の議を

経て理事長が委嘱する。 

(委員の秘密保持義務) 

第 4条 委員は、その職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（委員の任期） 

第 5条 委員の任期は、2年とする。 

（委員長及び副委員長） 



第 6条 委員会に委員長 1人、副委員長 3人以内を置く。 

2 委員長は、委員会の会務を総理し、会議の議長とする。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、あらかじめ定めた順位に従い、前項の 

 職務を代理し又は代行する。 

（委員会の招集） 

第 7条 委員会は、理事長の要請のあったときその他必要に応じて委員長が招集する。 

（委員会の議事） 

第 8条 委員会の議事は、出席者の過半数で決するものとし、可否同数のときは、議長が決するとこ 

 ろによる。 

（特別利害関係人の議決参加） 

第 9条 委員会の議事につき特別の利害関係を有する委員は、その議決に加わることができない。 

（答申） 

第 10条 委員会は、理事長の諮問に応じ、またその部門に属する事項に関し、その審議の結果を当該 

 委員会の意見として理事長に具申する。 

2 意見の具申は、書面をもって行う。 

 (委員長手当) 

第 11条 委員長には別に定める委員長手当を支給する。 

 (その他) 

第 12条 この規約に定めない事項であって緊急かつ必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 7年 8月 28日より施行する。 

一部改正平成 9年 9月 28日 

一部改正平成 10年 9月 20日 

一部改正平成 13年 9月 9日 

一部改正平成 14年 9月 29日 

一部改正平成 21年 10月 18日 

一部改正平成 22年 10月 17日 

一部改正平成 25年 10月 20日 

この規約は改廃により、平成 27年 10月 19日より施行する。 

一部改正平成 29年 10月 15日 

 

 

賛助会員規約 
 

(目的) 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 56条の規程により設置する賛助会員制度の運営等について必要 

 事項を定め、もって外部関係者の本組合に対する協力と理解を高めることにより、本組合の事業活 

 動の推進に資することを目的とする。 

(資格) 

第 2条 賛助会員の資格を有する者は、本組合の趣旨に賛同し、本組合の事業の円滑な実施に協カし 

 ようとする者とする。 

(賛助会員に対する事業) 

第 3条 本組合は、第 1条の目的を達成するため、賛助会員に対し、次の事業を行なう。 

（1）本組合が作成又は発行する資料の提供 

（2）本組合又は組合員との情報交換のための懇親会等の開催 

（3）その他第 1条の目的を達成するために必要な事業 

(加入) 

第 4条 賛助会員たる資格を有する者は、本組合の承諾を得て、加入するものとする。 

2 前項の諾否は、理事会において決する。 

3 賛助会員として加入しようとする者は、別に定めるところにより入会金を納付するものとする。 

(会費) 

第 5条 賛助会員は、年会費を納入するものとする。 

2 会費の額は、1口 1,000円とし、1口以上を負担するものとし、別に定める基準により組合と協議 

 のうえ決定するものとする。 

(脱退) 

第 6条 賛助会員が脱退しようとするときは、あらかじめ本組合に届け出て脱退するものとする。 



(除名) 

第７条 本組合は、次の各号の一に該当する賛助会員を除名することができる。 

（1）本組合の事業を妨げ又は妨げようとした賛助会員 

（2）会費の納入を怠った賛助会員 

（3）故意又は重大な過失により、本組合の信用を失わせるような行為をした賛助会員 

（4）犯罪その他の信用を失う行為をした賛助会員 

(その他) 

第 8条 賛助会員について本規約に定めない事項であって必要な事項は、理事会で決定する。 

 

附則 

この規約は、平成 10年 9月 20日より施行する。 

一部改正平成 14年 9月 29日 

一部改正平成 16年 9月 26日 

この規約は改廃により、平成 27年 10月 19日より施行する。 

 

 

青年部規約 
 

（目的） 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 54条の規程により設置する青年部の組織及び事業等について必 

 要な事項を定め、もって青年部の円滑な運営を諮ることを目的とする。 

（名称） 

第 2条 青年部は、北海道鍼灸マッサージ柔整協同組合青年部と称する。 

（組合員の資格） 

第 3条 青年部の組合員は、本組合の組合員たる事業所の経営者及び経営に携わる若手後継者であっ 

 て年齢 40歳未満の者とする。 

（事業） 

第 4条 青年部は、組合員相互の親睦と経験知識の交流を図るため、次の事業を行う。 

（1）組合員相互の親睦を図るための会合の開催 

（2）経営・技術等の向上を図るための各種講習会の開催 

（3）組合の事業に対する協力及び意見具申 

（4）会員の慶弔時に対する見舞 

（青年部役員の定数） 

第 5条 青年部役員の定数は、次のとおりとする。 

（1）部長  1名 

（2）副部長 1名 

（3）幹事  1名 

（4）監事  1名 

（青年部役員の任期） 

第 6条 青年部役員の任期は 2年とする。ただし、再選を妨げない。補充のために選任された青年部 

 役員の任期は現任者の残任期間とする。 

（青年部役員の選任） 

第 7条 青年部役員は、青年部総会において選任する。 

（青年部役員の職務） 

第 8条 部長は、青年部を代表し会務を総括する。 

2 副部長は、部長を補佐し、必要に応じて部長の職務を代理する。 

3 幹事は、業務を執行する。 

4 監事は会計を監査し、青年部総会においてその結果を報告する。 

（部会・委員会） 

第 9条 青年部に、必要により部・委員会を置くことができる。 

（青年部総会） 

第 10条 青年部総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

2 通常総会は、毎年事業年度終了後 3か月以内に、臨時総会は必要があるときは何時でも、幹事会に 

 諮り、会長が招集する。 

（幹事会） 

第 11条 幹事会は、部長・副部長及び幹事をもって構成する。 

（議決） 



第 12 条 青年部総会・部会・委員会及び幹事会の議決は過半数の賛成をもって決定とする。ただし、 

 可否同数の場合は、議長がこれを決する。 

（会計） 

第 13条 青年部はその行う事業の費用に充てるため、会費を徴収することができる。 

2 前項の会費の額、その徴収の時期及び方法その他必要な事項は、青年部総会において定める。 

（事業年度） 

第 14条 青年部の事業年度は毎年 8月 1日に始まり、翌年 7月 31日に終わるものとする。 

（その他） 

第 15条 この規約に定めのない事項であって緊急かつ必要な事項は、幹事会の議を経て理事会が決定 

 する。 

 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

女性部規約 
 

（目的） 

第 1条 この規約は、本組合が定款第 54条の規程により設置する女性部の組織及び事業について必 

 要な事項を定め、もって女性部の円滑な運営を図ることを目的とする。 

（名称） 

第 2条 女性部は、北海道鍼灸マッサージ柔整協同組合女性部と称する。 

（組合員の資格） 

第 3条 女性部の組合員は、次のいずれかの要件に該当するものとする。 

（1）本組合の組合員たる事業所の女性経営者及び経営に携わる女性経営者 

（2）本組合の組合員たる事業所に勤務する女性 

（3）本組合の趣旨に賛同する者 

（事業） 

第 4条 女性部は、組合員相互の親睦と経験知識の研鑚並びに交流を図るため、次の事業を行う。 

（1）組合員相互の親睦を図るための会合の開催 

（2）経営・技術等の向上を図るための各種講習会の開催 

（3）組合の事業に対する協力及び意見具申 

（4）会員の慶弔時に関する事項 

（女性部役員の定数） 

第 5条 女性部役員の定数は、次のとおりとする。 

（1）部長  1名 

（2）副部長 1名 

（3）幹事  1名 

（4）監事  1名 

（役員の任期） 

第 6条 役員の任期は 2年とする。ただし、再選を妨げない。補充のために選任された役員の任期は 

 現任者の残任期間とする。 

（役員の選任） 

第 7条 役員は、女性部総会において選任する。 

（女性部役員の職務） 

第 8条 部長は、女性部を代表し会務を総括する。 

2 副部長は、部長を補佐し、必要に応じて部長の職務を代理する。 

3 幹事は、業務を執行する。 

4 監事は会計を監査し、女性部総会においてその結果を報告する。 

（相談役） 

第 9条 女性部に、必要により相談役を置くことができる。 

（総会） 

第 10条 女性部総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

（幹事会） 

第 11条 幹事会は、部長・副部長及び幹事をもって構成する。 

（議決） 

第 12 条 女性部総会・幹事会の議決は過半数の賛成をもって決定する。ただし、可否同数の場合は、 

 議長がこれを決する。 



（会計） 

第 13条 女性部はその行う事業の費用に充てるため、会費を徴収することができる。 

2 会費の額、その徴収の時期及び方法その他必要な事項は、女性部総会において定める。 

（事業年度） 

第 14条 女性部の事業年度は毎年 8月 1日に始まり、翌年 7月 31日に終わるものとする。 

（その他） 

第 15条 この規約に定めのない事項であって緊急かつ必要な事項は、幹事会の議を経て理事会が決定 

 する。 

 

附則 

この規約は、平成 27年 10月 19日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 北海道鍼灸マッサージ柔整協同組合  

個人情報保護の基本方針（プライバシーポリシー） 

 

 

北海道鍼灸マッサージ柔整協同組合（以下『当組合』という）は、氏名、生年月日など個人を認識特定
できる情報（以下『個人情報』という）の保護に関し、以下のとおり公表いたします。 
 
1. 関係法令の遵守 
 「個人情報の保護に関する法律」をはじめ個人情報保護に関する関係法令を遵守します。 
2. 個人情報の取得 
 個人情報を取得する際には、ご本人にその利用目的を通知、または公表します。 
3. 個人情報の利用及び第三者への提供 
 取得した個人情報は利用目的の範囲内

＊

において取り扱います。関係法令に定められている場合とあ
らかじめ通知している場合を除き、ご本人の同意を得ずして第三者へ個人情報を提供いたしません。 

4. 個人情報の管理 
 必要の範囲で、個人情報を正確且つ最新の内容に保つよう努め、漏えいや紛失を防止するための適
切な管理体制を講じます。 

5. 開示請求などへの対応 
 当組合が保有している個人情報についてご本人より開示、訂正、削除のお申し出があったときはご
本人であること、また訂正、削除すべき事項などを確認のうえ対応します。 

 
＊利用目的の範囲内・・・療養費の請求、支払に関して保険者等への情報の提供など 

 

個人情報管理規程 

（目的） 
第1条 この規程は、北海道鍼灸マッサージ柔整協同組合（以下「組合」という）の事業遂行に関連 
 して取り扱う個人情報を適切に管理するために定めたものである。 
（定義） 
第2条 この規程において個人情報とは、組合の事業遂行に関連して収集された個人に関するする情 
報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日、住所、性別その他個人別に付された記号、番号、
符号、画像など当該個人を識別できるものをいう。なお、個人情報の形態は、見読可能なもの及び情
報媒体に記録されたものをいう。 

（適用範囲） 
第3条 この規程は、組合の役員及び職員に対して適用する。また個人情報を取り扱う業務を委託す 



る場合もこの規定の目的とするところにしたがって、個人情報の適切な保護を図るものとする。 
（情報収集の原則） 
第4条 個人情報の収集は、次の原則に従う。 

(1)組合運営上必要な範囲において、あらかじめ利用目的を特定する。 
(2)収集は適法、公正な手段によって行い、収集に際して本人に利用目的を明示する 
(3)第三者から個人情報を収集する際は、その手段が適法かつ公正な手段であること、当該個人の保
護に値する正当な利益を侵害することのないよう留意する。 

（利用・提供） 
第5条 個人情報を取得したときは、あらかじめ利用目的を公表している場合を除き、速やかにその 
利用目的を本人に通知又は公表しなければならない。 
個人情報の利用・提供は、次の原則に従う 
(1)個人情報の利用は、予め明示した目的の範囲とする。 
(2)利用目的の変更は、変更の目的と内容を本人に通知し、又は公表する。 
(3)法令に定める場合を除き、本人の同意を得ずして第三者に個人情報を提供してはならない。 

（正確性の確保） 
第6条 利用目的に応じ必要の範囲において、正確かつ最新の状態で管理するよう努める。 
（利用の安全性の確保） 
第7条 個人情報への不正なアクセス、紛失、破損、改ざん及び漏洩に対して法令その他管理手順に 
従い安全対策を講じるものとする。 

2  不要となった個人情報及び保存期間の終了した個人情報は、適正な方法で処理するものとする。 
（秘密保持に関する従業者の責務）  
第8条 個人情報の収集、利用、提供又は委託処理など、個人情報を取り扱う者はこの規程に定める 
ほか法令もしくは個人情報保護管理者の指示に従い、秘密保持に十分な注意を払ってその業務を行
うものとする。 

（個人情報の委託処理に関する措置） 
第9条 個人情報を取り扱う業務を委託するときは、委託業務以外の使用、複製の禁止、秘密保持、 
作業状況確認などについて委託契約書に定めるなど、必要且つ適切な監督を行うものとする。 

（事項の公表） 
第10条 組合は、保有する個人情報に関する次の事項について本人の求めに応じて遅滞なく回答する 
ものとする。 
(1)個人情報の利用目的 
(2)第 11条、第 12条、第 13条に定める事項の手続き 
(3)個人情報の取り扱いについての苦情の申し出先 

（開示） 
第 11条 本人から自己の情報についての開示の請求のあった場合、本人であることを確認したうえで 
開示する。 

2  前項に関わらず、次の場合は開示請求には応じない。 
(1)法令に定めるとおり、本人に知らせることが不適当と認められるとき 
(2)本人からの請求に合理的理由の明示がなく、業務に著しい支障を生じる恐れのあるとき 

3  前項に基づき開示請求に応じないときは、原則として本人にその理由を説明する。 
（訂正、削除） 
第 12条 個人情報の記載内容に誤りがあって、本人から訂正又は削除の請求を受けた場合、その事項 
を確認のうえ遅滞なくその請求に応じるものとする。 

（自己情報の利用、提供の拒否など） 
第 13条 組合が保有する個人情報について本人から自己の情報を利用又は第三者への提供を正当な理 
由で拒否されたときは、これに応じるものとする。ただし、法令により本人の同意を得ないで第三 
者に提供をしたことを理由とするときはこの限りではない。 

（個人情報管理責任者） 
第14条 理事長を個人情報管理責任者とする。 
（個人情報管理責任者の責務） 
第15条 個人情報管理責任者は、この規程により、個人情報保護に関する内部規定の整備、安全対 
策の実施、教育訓練などを実施するための計画策定、及び情報保護の周知実践する責任を負うもの
とする。 

2  個人情報管理責任者は、その確実な運用のため個人情報保護管理者を部門ごとに任命することが
できる。 

（報告義務） 
第 16条 組合の役職員は、法令及びこの規程を遵守するとともに、事故及び法令違反となる行為を発 
見したときは、速やかに個人情報保護責任者に報告しなければならない。 

（懲戒） 
第 17条 法令及びこの規程において又は重大な過失により違反した職員は、懲戒に処するものとする。 
（教育） 
第 18条  組合は、個人情報保護の重要性を理解させ、確実な実施を図るため、教育訓練を行う。 
（規程の改廃） 



第 19条 この規程の改廃は理事会において行う。 
（施行） 
第 20条 この規程は平成 20年 8月 1日に制定する。 
 
 

個人情報保護規程 苦情処理手順 

 

当組合が取得した個人情報に関する本人からの苦情は、当組合が本人又は正当なる代理人であるこ
とを確認のうえで回答する。 
1. 苦情対応の申請手順 

（1） 苦情回答請求書に同意のうえ記入していただく。記入不備の場合は回答できない場合があ
ることをご了承ください。 

（2） 上記請求書を作成し、当組合の個人情報に関する問い合わせ窓口までお越しいただくか、
記入した請求書と公的証明書（写し可）を封筒に入れ郵便にてご送付ください。 

（3） 本人確認 
① ご本人が申請する場合 ご本人であることを確認するため、運転免許証またはパスポー

トなど公的機関の発行する身分証明書の写し 
② 代理人が申請する場合 ご本人を特定するための公的機関の発行する身分証明書の写し、

代理人に対するご本人からの委任状、代理人の身分を証明できる公的機関の発行する身
分証明書の写し 

③ 郵送の場合 ご本人であることを確認するための公的機関の発行する身分証明書の写し、
および請求書に記載されている電話番号のコールバック、氏名住所などにより確認させ
ていただきます。 

（4） 苦情対応に関する当組合の処理 
  ①「苦情回答申請書」の受領 
  ②『苦情回答申請書』の内容確認 請求内容及び添付書類を確認します。書類などに不備があ

った場合、担当より連絡させていただきます。 
  ③請求内容に対する回答 回答はご本人のみに通知させていただきます。また内容により回

答をお断りする場合もあります。回答に日数を要する場合があります。 
（5） 回答をご本人に送付 郵便にてご本人へ送付いたします。 

2. 苦情対応で試用した個人情報の管理 
（1） 苦情回答申請書 
（2） 本人証明の公的証明書など 
（3） 報告資料（写し） 
上記は当組合で安全に保管し事業年度終了月（7月）削除します。 
 

個人情報保護 開示・訂正・削除請求処理手順書 
当組合が取得した個人情報に関する開示・訂正・削除申請は、当組合が本人又は正当なる代理人であ

ることを確認のうえで処理する。 
3. 開示・訂正・削除申請の申請手順 

（1） 開示・訂正・削除請求書に同意のうえ記入していただく。記入不備の場合は処理できない
場合があることをご了承ください。 

（2） 上記請求書を作成し、当組合の個人情報に関する問い合わせ窓口までお越しいただくか、
記入した請求書と公的証明書（写し可）を封筒に入れ郵便にてご送付ください。 

（3） 本人確認 
① ご本人が申請する場合 ご本人であることを確認するため、運転免許証またはパスポー

トなど公的機関の発行する身分証明書の写し 
② 代理人が申請する場合 ご本人を特定するための公的機関の発行する身分証明書の写し、

代理人に対するご本人からの委任状、代理人の身分を証明できる公的機関の発行する身
分証明書の写し 

③ 郵送の場合 ご本人であることを確認するための公的機関の発行する身分証明書の写し、
および請求書に記載されている電話番号のコールバック、氏名住所などにより確認させ
ていただきます。 

（4） 開示・訂正・削除申請に関する当組合の処理 
  ①「開示・訂正・削除申請書」の受領 
  ②『開示・訂正・削除申請書』の内容確認 請求内容及び添付書類を確認します。書類などに

不備があった場合、担当より連絡させていただきます。 
  ③ 当組合保有の個人情報の確認  開示・訂正・削除申請書に基づき当組合保有個人情報

のデータ確認をします。 
  ④個人情報開示等資料作成 開示・訂正・削除申請された個人情報を当組合が保有し且つ、開



示に支障がないと判断した場合は情報の開示等の通知を行います。 
   開示・訂正・削除申請された個人情報を当組合が保有していない、若しくは関係法令、社会

通念上、開示等に支障があると判断した場合はその旨を通知します。 
（5） 通知書をご本人に送付 郵便にてご本人へ送付いたします。 

4. 開示・訂正・削除申請で使用した個人情報の管理 
（1） 開示・訂正・削除申請 
（2） 本人証明の公的証明書など 
（3） 報告資料（写し） 

上記は当組合で安全に保管し事業年度終了月（7月）削除します。 


